別添様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名:社会就労推進工賃向上計画推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　地域生活支援担当　電話番号：058-272-1111（内2617）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：8,500千円（前年度予算額：8,500千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　福祉施設で就労する障がい者が地域で自立した生活を行うため、就労に対する工賃を向上させることを目的とした工賃向上計画を策定し、同計画に基づいて工賃向上に向けた事業を実施する。
【経緯】
· 障害者自立支援法の施行に伴い、障がい者の就労支援の抜本的な強化が行われているが、障がい者が自立して生活するためには、授産活動の対価(工賃)の引上げが必要となっている。

· そのため、平成19年度から都道府県は具体的な方策として「工賃倍増計画」を策定（H19～H23の５か年計画）しており、同計画に基づき工賃の向上に向けて都道府県が実施する事業に対して、国が補助を行ってきた。（当初の国庫補助上限額：60,000千円 　H19～H23の５か年）
· 平成24年度からは、引き続き工賃の引き上げを目的とした「工賃向上計画」を策定し、同計画に基づく事業を実施する。
【内容】

（１）社会就労推進モデル事業の実施　　　　　　　　　　　 
· 就労継続支援事業を実施するする社会福祉法人またはＮＰＯ法人のうちから、意欲と能力があると認められる者を選定し、委託（２事業者を予定）。
· 企業からの下請作業や自主製品の製造について、専門家による指導のもと、品質の向上・均一化、量産化を図ることにより「信頼される　仕事」「売れる製品づくり」を促進し、工賃の向上を図る。

○施設の経営管理能力向上のため、中小企業診断士による経営診断を受診。
○製品の生産効率や品質向上のため、技術支援コーチの委嘱。
○職員や施設利用者の啓発・啓蒙、地域(含企業)との連携強化のため　ネットーワーク会議を開催。
（２）社会就労事業推進セミナーの実施　 　　　　　　　　　　
· 授産活動等を実施する施設や企業等を対象に啓発セミナーを開催。平成２３年度におけるモデル事業の実績報告や専門家による講演を実施し、施設における工賃アップの取り組みを推進する。
講　師：中小企業診断士
対　象：地元企業、福祉施設、市町村等
· （３）コンサルタント派遣・研修会開催経費　　　　　　 　　　
· 授産製品の質の向上のため、専門の講師を施設に派遣。併せて作業種別ごとの研修会を開催する。
（４）工賃向上計画策定費等　 　　　　　　　　　　　　　　  
· 岐阜県工賃向上計画（仮称）を策定し、計画の進捗管理、モデル事業実施事業所の選定等を行う。

（５）展示・販売会及び好事例発表会　　　　　　　　　　　　
· 工賃引き上げに積極的な事業所の展示・販売や、好事例発表会を開催。平成２２年度国新規事業で岐阜県からは(社福)岐阜県事業団が参加した。
 　　①実施内容
      ア　各都道府県下の事業所における工賃アップのための効果的な
　　　　取り組みについての説明会
　　　イ　各都道府県下の事業所における、製品・サービス等の展示・
        即売会(展示及び通信販売を含む)を実施。
 　　②出展事例の選定
         各都道府県が特に推薦するもののうち、厚生労働省において
　　　 識者を含めた選定委員会により、審査を行い選定。
【事業主体・実施主体】

· 事業主体：県（国庫補助「工賃倍増計画支援事業」により実施する県事業）
	２　所要経費


（1） 社会就労推進モデル事業の実施　　　　　　　　　　　 5,839千円
（2） 社会就労事業推進セミナーの実施　 　　　　　　　　　　344千円
（3） コンサルタント派遣・研修会開催経費　　　　　　 　　　859千円
（4） 工賃倍増計画策定費等　 　　　　　　　　　　　　　　  258千円
（5） 展示・販売会及び好事例発表会　　　　　　　　　　　 1,200千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
３ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる
○障がいのある人たちの雇用機会を拡大し、就労の場を確保する

	２　これまでの取組状況


　平成19年度に「岐阜県工賃倍増計画」（H19～H23の５か年計画）を策定し、工賃倍増に向けた取り組みを行ってきている。
	３　これまでの取組に対する評価


　岐阜県工賃倍増計画を策定する前の平成1８年度に比べ、平成22年度実績では、平均工賃月額が11,568円から14,763円に向上している。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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